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  規　　　　　則  

　特定非営利活動促進法施行条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

山形県規則第48号

　　　特定非営利活動促進法施行条例施行規則の一部を改正する規則

　特定非営利活動促進法施行条例施行規則（平成10年８月県規則第76号）の一部を次のように改正する。

　第３条第１項中「第10条第１項第２号ロ」を「第10条第１項第２号ハ」に改める。

　第４条第１項第１号中「第10号及び第11号」を「第７号及び第８号」に改め、同項第２号中「定款」を「定款、

当該定款の変更の日の属する事業年度及び翌事業年度の事業計画書及び収支予算書」に改め、同条第２項中「定款」

を「定款、」に改め、「及び同項第８号の設立当初の財産目録並びに」を削り、「写し」を「写し及び法第14条にお

いて準用する民法第51条第１項の設立のときの財産目録又は法第35条第１項の合併の時の財産目録」に改める。

　　　附　則

　この規則は、平成15年５月１日から施行する。

　生活保護法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　高　　　橋　　　和　　　雄

山形県規則第49号

　　　生活保護法施行細則の一部を改正する規則

　生活保護法施行細則（昭和39年４月県規則第37号）の一部を次のように改正する。

　第２条第１項中「福祉事務所長又は支庁長（以下「所長」という。）」を「総合支庁長」に改め、同条第２項及び

第３項中「所長」を「総合支庁長」に改める。

　第３条中「所長」を「総合支庁長」に改め、同条第２項に次の２号を加える。

　 　医療券交付処理簿（別記様式第８号の２）

　 　介護券交付処理簿（別記様式第８号の３）

　第４条第１項及び第２項中「所長」を「総合支庁長」に、「すみやかに」を「速やかに」に改め、「市の」を削り、

「支庁」を「総合支庁」に改める。

　第５条第１項を次のように改める。

　施行規則第２条第１項に規定する保護の開始の申請の書面の様式は、別記様式第10号とする。

　第５条第２項中「所長」を「総合支庁長」に改める。

　第７条中「所長」を「総合支庁長」に改める。

　第８条の見出しを「（入所委託書等）」に改め、同条中「の収容」を「の入所」に、「保護施設収容（利用）委託

（解除）書」を「保護施設入所（利用）委託（解除）書」に改める。

　第９条中「所長」を「総合支庁長」に、「第31条第４項」を「第31条第５項」に、「前渡精算収容生活保護費交付

（返納）通知書」を「前渡精算入所生活保護費交付（返納）通知書」に改める。

　第10条から第12条まで次のように改める。

　第10条から第12条まで　削除

　第20条の見出しを「（入所被保護者状況変更届出書）」に改め、同条中「収容（利用）被保護者状況変更届書」を

「入所（利用）被保護者状況変更届書」に改める。

　別記様式第１号を次のように改める。
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別記

様式第１号

来訪者面接記録票

結果の状況

記録受領者
（地区担当員等）

受　付　者面接番号面接・通報年月面接官
査　察
指導員

課　長

・　　・

（電話番号　　　　　　　）
住　　所

氏　名

要保護者 （生年月日）
年　　月　　日（　　　歳）

（性別）
男・女 世 帯 主

月 　日 　時日時
相談
通報

要保護者との関係
氏　名来訪者又

は通報者
が本人以
外の場合 場所

（電話番号　　　　　　　　）
住　所

摘　　　　要年齢性別氏　　　　　　　　　　　名続　柄

世 帯 の
状　　況

主

面　　接
通　　報
の 状 況

月　　　　日
訪問

（予定）

面
接
者
又
は
地
区
担
当
員
の
所
見
及
び
措
置

相談内容（重複）

１．施設

２．職業

３．医療保険

４．生活

５．教育

６．その他

　（　　　　　　　　　　　　　　）

処　　　　　理

１．申請受理（申出）

２．相談指導のみ

３．関係機関へ連絡

４．継続指導

５．その他

　（　　　　　　　　　　　　　　）
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　別記様式第２号中

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

」　　

 ケ　ー　ス　記　録 

 住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 世帯主氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

緊急時の連絡先（住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　）

母児精生区　　　分

ケース番号



山　　形　　県　　公　　報 第1429号平成15年４月８日（火曜日）

475

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、

」　　

 ケ　ー　ス　記　録 

 住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 世帯主氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

緊急時の連絡先（住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　）

氏　　　　名ケース番号

年　 月年　 月年　 月
ケース

分　類
Ａ Ｂ Ｃ ＤＡ Ｂ Ｃ ＤＡ Ｂ Ｃ Ｄ

施設名入所者
施　設

入所者 施設名入所者

特記事項
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「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

」　　

摘　　　要法区分生 年 月 日性　別

ふ　　り　　が　　な

続柄番号

　
　

家　
　
　
　
　

族　
　
　
　
　

構　
　
　
　
　

成

(1)

氏　　　　　　　　名

・　  ・男・女１

・　  ・男・女２

・　  ・男・女３

・　  ・男・女４

・　  ・男・女５

・　  ・男・女６

・　  ・男・女７

・　  ・男・女８

摘要理　　　　　　　　由住　　　　　　　　所
不 在 と

なった日

不在
者の
番号

　
　

不　
　
　

在　
　
　

者

(2)

・ 　・

・ 　・

・ 　・

被 保 険 者

イ　

医
療
（
有
・
無
）

　
　

社　
　
　

会　
　
　

保　
　
　

険

(3)

国・健・日・共・

その他（　　　　）

第　　　　　号

国・健・日・共・

その他（　　　　）

第　　　　　号

国・健・日・共・

その他（　　　　）

第　　　　　号

種 類 及 び

記 号 番 号

・　　　・・　　　・・　　　・
資 格 取 得

年 月 日

被 扶 養 者

支給開始年月日年　　　額記 号 番 号種　類受　　　給　　　者
ロ　

年
金
（
有
・
無
）

・　　・
円

・　　・

・　　・
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「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改

」　　

　める。

摘　　　要法区分生 年 月 日性　別

ふ　　り　　が　　な

続柄番号
　
　

家　
　
　
　
　

族　
　
　
　
　

構　
　
　
　
　

成

(1)
氏　　　　　　　　名

・　  ・男・女世帯主１

・　  ・男・女２

・　  ・男・女３

・　  ・男・女４

・　  ・男・女５

・　  ・男・女６

摘要理　　　　　　　　由住　　　　　　　　所
不 在 と

なった日

不在
者の
番号

　
　

不　

在　

者

(2)

・ 　・

・ 　・

被 保 険 者
イ　

医
療
（
有
・
無
）

　
　

社　
　
　
　
　
　
　

会　
　
　
　
　
　
　

保　
　
　
　
　
　
　

険

(3)
国・健・日・共・

その他（　　　　）

第　　　　　号

国・健・日・共・

その他（　　　　）

第　　　　　号

国・健・日・共・

その他（　　　　）

第　　　　　号

種 類 及 び

記 号 番 号

・　　　・・　　　・・　　　・
資 格 取 得

年 月 日

被 扶 養 者

支給開始年月日年　　　額記 号 番 号種　類受　　　給　　　者ロ　

年
金
（
有
・
無
）

・　　・
円

・　　・

・　　・

被 保 険 者
ハ　

介
護
（
有
・
無
）

記 号 番 号

・　　　・・　　　・・　　　・
資 格 取 得

年 月 日

保 険 非 加 入

サービス受給者
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別記様式第３号中

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

」　　

扶助額
収　入

充当額
基準額扶助額

収　入

充当額
基準額

国・健・日・共国・健・日・共

結　　・　　精結　　・　　精

入院・外来・賄有・無

入院・外来・賄有・無入院・外来・賄有・無

・　　　　・・　　　　・

所　　　長年　月　日

・　  ・

所　　　長年　月　日

・　  ・

福 祉 課 長次　　　長福 祉 課 長次　　　長

地区担当員査察指導員地区担当員査察指導員

取　扱

主　任
管理者

旅　行

月　日

取　扱

主　任
管理者

旅　行

月　日

支　給

台　帳
統　計

通　知

番　号

支　給

台　帳
統　計

通　知

番　号
申請処
理簿通
知　　

医療扶
助処理
票　　

業　務

係　長

申請受
理簿通
知　　

医療扶
助処理
票　　

業　務

係　長

扶　 助　 決　 定　 欄

生 活 扶 助

住 宅 扶 助

教 育 扶 助

計

受 療 者 名

所 要 額

社 会 保 険

他 法 他 施 策

本 人 支 払 額

入 院、 外 来 等 の 別

出産・生業・葬祭

保 護 施 設

事 務 費

基準額

扶助額

そ の 他 一 時 的 扶 助

　 保　 　 　 　 護　

　 決　 　 　 　 定　

　 理　 　 　 　 由　

申請受理後14日を経過した理

由　

起 案 年 月 日

決 裁

文 書

帳 簿 処 理 経 過
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「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改

」　　

　める。

介　

護　

扶　

助　

額

利 用 者 名

所 要 額

介 護 保 険有　　・　　無有　　・　　無有　　・　　無

他 法 他 施 策結 ・ 精 ・ その他結 ・ 精 ・ その他結 ・ 精 ・ その他

本 人 支 払 額

サ ー ビ ス 種 別

医 
療 
基 
準 
・ 

扶 
助 
額

受 療 者 名

所 要 額
医・歯・看

材・血・移

医・歯・看

材・血・移

医・歯・看

材・血・移

社 会 保 険国・健・日・共国・健・日・共国・健・日・共

他 法 他 施 策結　　・　　精結　　・　　精結　　・　　精

本 人 支 払 額

入院・外来等の別入院・外来・賄有・無入院・外来・賄有・無入院・外来・賄有・無

一 
時 
的 
扶 
助

出産・生

業・葬祭

保護施設

事務費　

基準額

扶助額

その他一時的扶助

保　　　　　護

決　　　　　定

理　　　　　由

申請受理後14日を経過

した理由　　　　　　

起　案　年　月　日

決　　　　　裁

年　月　日年　月　日年　月　日

地区担当員査察指導員地区担当員査察指導員地区担当員査察指導員

文　　　　　書
取扱主任施行月日通知番号取扱主任施行月日通知番号取扱主任施行月日通知番号
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別記様式第５号中

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

申　　　　　　　請　　　　　　　種　　　　　　　類

そ

の

他

一　　時　　的　　扶　　助医　療教

育

住

宅

生

活

家

補

移

送

家

什

衣

・

寝

葬

祭

生

業

出

産

そ

の

他

傷

病

届

申　　　　　　　請　　　　　　　種　　　　　　　類

そ

の

他

一　　時　　的　　扶　　助介

護

医　療教

育

住

宅

生

活

家

補

移

送

家

什

衣

・

寝

葬

祭

生

業

出

産

そ

の

他

傷

病

届
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　別記様式第８号中

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改め、同様式の次に次の２様式を加える。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

葬祭扶助生業扶助出産扶助

葬祭扶助生業扶助出産扶助介護扶助
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様
式
第
８
号
の
２

医
　
　
療
　
　
券
　
　
交
　
　
付
　
　
処
　
　
理
　
　
簿

老　 　 保

要
否
意
見

書
発
行
　

承 認 期 間

委
託
始
期

当
月
有
効
期
日
－
終
期
日

残 月 数

年
月
日

初
診

入
院

単
独

併
用

双
方

出
力

他
　
法

社
会
保
険

単
給
併

給
区
分

指
定
医
療
機
関
（
薬
局
）

病
類

医
療

区
分

患
者
氏
名

診 療 月

受
　
　
給
　
　
者

（
交
付
）
番
号

結
核

精
神

本
人
支

払
額
　

名
　
　
　
称

コ
ー
ド

検
証

員 番 号

ケ
ー
ス

番
　
号

地
区
名

総
合
支
庁
名
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様
式
第
８
号
の
３

介
　
　
護
　
　
券
　
　
交
　
　
付
　
　
処
　
　
理
　
　
簿

備
　
　
　
考

始
　
　
　
　
　
期

当
月
有
効
期
日
－
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　別記様式第９号中「山形県　　　福祉事務所長」を「総合支庁長」に、

「　　　　　　　　　　　　 　　「

 　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　 　に改める。

 　　　　　　　　　　　　　」 　　　　　　　　　　　　　　」

　別記様式第10号を次のように改める。

介護

扶助

医療

扶助
扶助

医療

扶助
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様式第10号

生活保護法による保護申請書

　　総合支庁長　殿

申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

方　

下記のとおり申請します。　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　○印 　

要保護者との関係（　　　　　　　　　）

　別記様式第11号から第13号の２までを次のように改める。

様式第11号から第13号まで　削除

　別記様式第14号及び別記様式第15号中「山形県　　　福祉事務所長」を「総合支庁長」に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　「

　別記様式第16号中「山形県　　　福祉事務所長」を「総合支庁長」に、　　　　　　　　を　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　」

「医療扶助」を「医療扶助、介護扶助」に改める。

　別記様式第17号中「山形県　　　福祉事務所長」を「総合支庁長」に、「医療扶助」を「医療扶助、介護扶

助」に改める。

　別記様式第19号中「山形県　　　福祉事務所長」を「総合支庁長」に改める。

　別記様式第20号中「山形県　　　福祉事務所長」を「総合支庁長」に、「保護施設の収容（利用）委託（解

除）書」を「保護施設の入所（利用）委託（解除）書」に、「に収容」を「に入所」に、「収容（利用）委託（解

除）の」を「入所（利用）委託（解除）の」に、「被収容（利用）委託保護者」を「被（要）保護者」に改める。

住　　　所

（居　　　所）

職　　業　　等生　年　月　日性　別氏　　　　　名続　柄

年　　月　　日

・　　　・男・女世帯主１

家　
　
　

族　
　
　

構　
　
　

成

・　　　・男・女２

・　　　・男・女３

・　　　・男・女４

・　　　・男・女５

・　　　・男・女６

１　病　気　　２　失　業　　３　死亡離別　　４　心身障害

５　高　齢　　６　収入減　　７　施設入所　　８　その他

申請

理由

役場

受付

月日

総合

支庁

受付

月日

受
理
番
号

　　扶助 介護扶助

user
平成１５年６月２７日付け第１４５２号８３４頁に正誤あり


user
平成１５年６月２７日付け第１４５２号８３４頁に正誤あり
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　　　　　　　　　「 

　別記様式第21号中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　別記様式第22号中「山形県　　　福祉事務所長」を「総合支庁長」に、「収容生活保護費交付（返納）通知

書」を「入所生活保護費交付（返納）通知書」に、「収容委託」を「入所委託」に改める。

　別記様式第23号から第40号の２までを次のように改める。

様式第23号から第40号の２まで　削除

　　　　　　　　 　「

　別記様式第41号中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を削り、「山形県　　　福祉

　

　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

務所長」を「総合支庁長」に改める。

　別記様式第52号中「山形県知事氏名殿」を「山形県知事殿」に、「収容」を「入所」に改め、同表附表その１

の備考第２項第２号中「収容保護施設」を「入所保護施設」に改め、同表附表その２中「○○市」及び「○○　

地方事務所」を削り、「収容保護施設」を「入所保護施設」に改め、同表附表その４中「保護施設収容保護費精算

調（収容保護施設のみ）」を「保護施設入所保護費精算調（入所保護施設のみ）」に改める。

　別記様式第54号中「福祉事務所長氏名殿」を「総合支庁長殿」に、「収容（利用）被保護者状況変更届書」を

「入所（利用）被保護者状況変更届書」に改める。

　別記様式第55号及び別記様式第56号中「山形県知事氏名殿」を「山形県知事殿」に、「収容」を「入所」に改

める。

　別記様式第59号中「福祉事務所長」を「総合支庁長」に、「山形県知事氏名殿」を「山形県知事殿」に、

「　　　　　　　　「

　　　　　　　　を　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　 」　　　　　　　　」

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。

  告　　　　　示  

山形県告示第344号

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第15条第１項の規定により、次のとおり産業廃棄

物処理施設の設置の許可について申請があった。

　なお、関係書類は、文化環境部環境整備課及び村山総合支庁保健福祉環境部環境課において平成15年５月７日

まで縦覧に供する。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　申請者の住所、名称及び代表者の氏名

　　上山市楢下148番地

　　有限会社　タケカツ重機工業

　　代表取締役　武田克哉

２　産業廃棄物処理施設の設置の場所

　　上山市楢下字鷹羽沢山1781番11

３　産業廃棄物処理施設の種類

葬　祭

扶　助

生　業

扶　助

出　産

扶　助

医　療

扶　助

葬　祭

扶　助

生　業

扶　助

出　産

扶　助

介　護

扶　助

医　療

扶　助

福祉事

務所受

付年月

日　　

閲　　　　　ら　　　　　ん

医療

担当

員　

地区

担当

員　

業務

係長

福祉

係長
課長次長所長

福祉事務所

受　　　付

福祉事務所

総合 支庁

受　　　付

User
平成15年8月5日第1463号に正誤あり
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　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号）第７条第13号の２に規定する産業廃棄物

の焼却施設

４　産業廃棄物処理施設において処理する産業廃棄物の種類

　　紙くず、木くず及び繊維くず

５　申請年月日

　　平成15年２月24日

６　その他

　　この告示に係る産業廃棄物処理施設の設置に関し利害関係を有する者は、次の事項を記載した生活環境の保全

上の見地からの意見書を縦覧期間満了の日の翌日から起算して２週間を経過する日までに知事に提出することが

できる。

　 　意見書を提出する者の氏名及び住所（法人にあっては名称及び所在地並びに代表者の氏名）

　 　意見の対象となる産業廃棄物処理施設を特定するための事項

　 　生活環境の保全上の見地からの意見

山形県告示第345号

　昭和49号４月県告示第443号（公共用水域が該当する水質汚濁に係る環境基準の水域類型の指定）の一部を次の

ように改正する。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

山形県告示第346号

　山形県保育所整備資金利子補助金交付規程の一部を改正する規程を次のように定める。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

　　　山形県保育所整備資金利子補助金交付規程の一部を改正する規程

　山形県保育所整備資金利子補助金交付規程（昭和53年10月県告示第1855号）の一部を次のように改正する。

　第２条及び附則第２項から第５項までの規定中「0.55パーセント」を「0.45パーセント」に改める。

　附則第６項中「同条中「0.55パーセント」」を「同条中「0.45パーセント」」に改める。

　　　附　則

１　この規程は、公布の日から施行し、改正後の第２条及び附則第２項から第６項までの規定は、平成15年３月12

日から適用する。

２　平成15年3月12日前に借り入れられた借入金に係る利子補助金の額の算定の際融資残高に乗ずる割合について

は、なお従前の例による。

 

イＡ置　賜　野　川（全域）

イＡ置　賜　野　川（全域）

イ

イ

イ

Ａ

Ｂ

Ａ

置　賜　白　川（全域）

吉　　野　　川（全域）

屋　　代　　川（全域）



山　　形　　県　　公　　報 第1429号平成15年４月８日（火曜日）

488

山形県告示第347号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第16項の規定により、米沢平野土地改良区の役員に次の者が就任し

た旨の届出があった。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

山形県告示第348号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第16項の規定により、浜中広岡土地改良区の次の役員が就任した旨

の届出があった。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

山形県告示第349号

　森林法（昭和26年法律第249号）第26条の２第２項の規定により、次のとおり保安林の指定を解除する予定である。

　　平成15年４月8日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　解除予定保安林の所在場所

　　飽海郡八幡町下青沢字君畑57－１（次の図に示す部分に限る。）

２　保安林として指定された目的

　　土砂の流出の防備

３　保安林解除の理由

　　道路用地とするため

　（「次の図」は、省略し、その図面を農林水産部森林課及び八幡町役場に備え置いて縦覧にする。）

山形県告示第350号

　森林法（昭和26年法律第249号）第26条の２第１項の規定により、次のとおり保安林の指定を解除する予定である。

　　平成15年４月8日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　解除予定保安林の所在場所

　　西置賜郡飯豊町大字広河原字湯ノ沢448－２

２　保安林として指定された目的

　　公衆の保健

３　保安林解除の理由

　　指定理由の消滅

山形県告示第351号

　森林法（昭和26年法律第246号）第29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定

である旨の通知があった。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

住　　　　　　　　　　　所　氏　　　　　　名理事及び監事の別

南陽市梨郷886番地伊 藤 彦理　　　　　　　事

住　　　　　　　　　　　所　氏　　　　　　名理事及び監事の別

酒田市大字浜中丁499番地髙 橋　 豊理　　　　　　　事
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１　 　保安林予定森林の所在場所

　　　　東田川郡立川町大字肝煎字大越山（国有林。次の図に示す部分に限る。）

　　 　保安林指定の目的

　　　　土砂の流出の防備

　　 　指定施業要件

　　　イ　立木の伐採の方法

　　　　 　主伐は、択伐による。

　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

　　　　 　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　　　ロ　立木の伐採の限度

　　　　　次のとおりとする。

２　 　保安林予定森林の所在場所

　　　　東田川郡立川町大字肝煎字丑の沢（国有林。次の図に示す部分に限る。）

　　 　保安林指定の目的

　　　　土砂の流出の防備

　　 　指定施業要件

　　　イ　立木の伐採の方法

　　　　 　次の森林については、主伐に係る立木の伐採を禁止する。字丑の沢（次の図に示す部分に限る。）

　　　　 　その他の森林については、主伐は、択伐による。

　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

　　　　 　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　　　ロ　立木の伐採の限度

　　　　　次のとおりとする。

３　 　保安林予定森林の所在場所

　　　　東田川郡朝日村大字松沢字大平（国有林。次の図に示す部分に限る。）

　　 　保有林指定の目的

　　　　土砂の流出の防備

　　 　指定施業要件

　　　イ　立木の伐採の方法

　　　　 　主伐は、択伐による。

　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

　　　　 　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　　　ロ　立木の伐採の限度

　　　　　次のとおりとする。

４　 　保安林予定森林の所在場所

　　　　西田川郡温海町大字温海川字越沢（国有林。次の図に示す部分に限る。）

　　 　保安林指定の目的

　　　　土砂の流出の防備

　　 　指定施業要件

　　　イ　立木の伐採の方法

　　　　 　次の森林については、主伐は、択伐による。字越沢（次の図に示す部分に限る。）

　　　　 　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

　　　　 　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　　　ロ　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

　　　　　次のとおりとする。
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５　 　保安林予定森林の所在場所

　　　　西田川郡温海町大字木野俣字木野俣（国有林。次の図に示す部分に限る。）

　　 　保安林指定の目的

　　　　土砂の流出の防備

　　 　指定施業要件

　　　イ　立木の伐採の方法

　　　　 　次の森林については、主伐に係る立木の伐採を禁止する。字木野俣（次の図に示す部分に限る。）

　　　　 　次の森林については、主伐は、択伐による。字木野俣（次の図に示す部分に限る。）

　　　　 　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

　　　　 　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　　　ロ　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

　　　　　次のとおりとする。

６　 　保安林予定森林の所在場所

　　　　東田川郡朝日村大字田麦俣字六十里山（国有林。次の図に示す部分に限る。）

　　 　保安林指定の目的

　　　　公衆の保健

　　 　指定施業要件

　　　イ　立木の伐採の方法

　　　　 　次の森林については、主伐は、択伐による。字六十里山（次の図に示す部分に限る。）

　　　　 　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

　　　　 　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　　　ロ　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

　　　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を農林水産部森林課及び関係町村役場に備え

置いて縦覧にする。）

山形県告示第352号

　森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定を解除する

予定である旨の通知があった。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　 　解除予定保安林の所在場所

　　　　西置賜郡飯豊町大字広河原字湯ノ沢448－２

　　 　保安林として指定された目的

　　　　水源のかん養

　　 　保安林解除の理由

　　　　指定理由の消滅

２　 　解除予定保安林の所在場所

　　　　西置賜郡飯豊町大字広河原字湯ノ沢448－２

　　 　保安林として指定された目的

　　　　土砂の流出の防備

　　 　保安林解除の理由

　　　　指定理由の消滅
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山形県告示第353号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、関係図面は、庄内総合支庁建設部建設総務課において平成15年４月８日から同年４月21日まで縦覧に供す

る。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　道路の種類　　県　道

２　路　線　名　　温海川木野俣大岩川線

３　変更の区間並びに当該区間に係る敷地の幅員及びその延長　　

山形県告示第354号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、関係図面は、庄内総合支庁建設部建設総務課において平成15年４月８日から同年４月21日まで縦覧に供す

る。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　道路の種類　　県　道

２　路　線　名　　余目温海線

３　変更の区間並びに当該区間に係る敷地の幅員及びその延長　　

山形県告示第355号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、関係図面は、庄内総合支庁建設部建設総務課において平成15年４月８日から同年４月21日まで縦覧に供す

る。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　道路の種類　　県　道

２　路　線　名　　藤島由良線

３　変更の区間並びに当該区間に係る敷地の幅員及びその延長

延　　長敷地の幅員旧新の別区　　　　　　　　　　　　　　　　間

1,420
132.0～

 13.0
旧

西田川郡温海町大字大岩川字中川原99番から

同　　　　　　大字温海字荻田177番１まで

同　上
 118.0  ～

 13.0
新同　　　　　　　　　　　　　　　　上

メートルメートル

メートル

延　　長敷地の幅員旧新の別区　　　　　　　　　　　　　　　　間

358
29.4～

 9.4
旧

西田川郡温海町大字湯温海字湯之尻２番１から

同　　　　　　大字温海字荻田177番１まで

同　上
 59.4 ～

 9.4
新同　　　　　　　　　　　　　　　　上

メートルメートル

メートル

延　　長敷地の幅員旧新の別区　　　　　　　　　　　　　　　　間

268
10.4～

 7.0
旧

鶴岡市大字加茂字大崩452番５から

同　　大字今泉字大久保414番まで

同　上
 11.0  ～

 7.4
新同　　　　　　　　　　　　　　　　上

メートルメートル

メートル
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山形県告示第356号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、関係図面は、庄内総合支庁建設部建設総務課において平成15年４月８日から同年４月21日まで縦覧に供す

る。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　道路の種類　　一般国道

２　路　線　名　　112号

３　変更の区間並びに当該区間に係る敷地の幅員及びその延長

山形県告示第357号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、関係図面は、庄内総合支庁建設部建設総務課において平成15年４月８日から同年４月21日まで縦覧に供す

る。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　道路の種類　　一般国道

２　路　線　名　　112号

３　変更の区間並びに当該区間に係る敷地の幅員及びその延長

山形県告示第358号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、一般国道の供用を次のとおり開始する。

　なお、関係図面は、庄内総合支庁建設部建設総務課において平成15年４月8日から同年４月21日まで縦覧に供す

る。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　路　　線　　名　112号

２　供用開始の区間　酒田市山居町一丁目56番２から

　　　　　　　　　　同　　本町三丁目20番８まで

３　供用開始の期日　平成15年４月８日

 

延　　長敷地の幅員旧新の別区　　　　　　　　　　　　　　　　間

60
15.8～

13.2
旧

酒田市大字十里塚字村東山北82番３から

同　　　　　　　　　　　　92番８まで

同　上
 15.0  ～

13.2
新同　　　　　　　　　　　　　　　　上

メートルメートル

メートル

延　　長敷地の幅員旧新の別区　　　　　　　　　　　　　　　　間

220
17.4～

11.0
旧

酒田市山居町一丁目56番２から

同　　本町三丁目20番８まで

同　上
 17.4  ～

14.2
新同　　　　　　　　　　　　　　　　上

メートルメートル

メートル
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  教育委員会関係  

規　　　　　則

　地方教育行政の組織及び運営に関する法律第47条の２第２項に規定する手続に関する規則をここに公布する。

　　平成15年４月８日

　山 形 県 教 育 委 員 会　　　　　　　　　　

委 員 長　　安　孫　子　　　　　　　博

山形県教育委員会規則第６号

　　　地方教育行政の組織及び運営に関する法律第47条の２第２項に規定する手続に関する規則

　（趣旨）

第１条　この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号。以下「法」という。）第

47条の２第２項の規定に基づき、事実の確認の方法その他同条第１項に規定する県費負担教職員（以下「県費負

担教職員」という。）が同項各号に該当するかどうかを判断するための手続に関し必要な事項を定めるものとする。

　（事実の確認の方法）

第２条　県教育委員会は、県費負担教職員が法第47条の２第１項各号に該当するかどうかを判断するため、該当県

費負担教職員に係る次の各号に掲げる事項を記載した書面により事実の確認を行うものとする。

　 　これまでの勤務状況

　 　研修等の実施状況及びその結果

　 　校長又は市町村教育委員会が行った指導や意見聴取の内容

　 　前３号に掲げるもののほか、県教育委員会が必要と認める事項

２　県教育委員会は、必要に応じ、校長若しくは市町村教育委員会その他県教育委員会が必要と認める者から事情

を聴取し、又は県費負担教職員から直接に意見を聴取することその他必要な調査をすることができる。

　（判断の手続）

第３条　県教育委員会は、県費負担教職員が法第47条の２第１項各号に該当するかどうかを判断するとき又は同

項各号に該当することとなった原因が精神性疾患等に起因するおそれがあると認めるときは、専門的な知識を有

する者の意見を聴かなければならない。

　（委任）

第４条　この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、教育長が別に定める。

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。

  公　　　　　告  

　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規定により、次のとおり特定非営利活動法人の設

立の認証について申請があった。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　申請のあった年月日

　　平成15年３月25日

２　申請に係る特定非営利活動法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在並びにその定款に記載された目

　的

　 　名　　称

　　　特定非営利活動法人　エコリング

　 　代表者の氏名

　　　綱島　不二雄

　 　主たる事務所の所在地

　　　鶴岡市馬場町11番63号　鶴岡産業会館２階

　 　定款に記載された目的



山　　形　　県　　公　　報 第1429号平成15年４月８日（火曜日）

494

　この法人は、21世紀における地球環境の重要性を認識し、山形県庄内地域を中心とした資源循環型社会の構

築に向け、市民、行政、研究機関、企業及び関連団体と連携し協働しながら、調査研究・啓蒙・実践活動する

ことにより健全な自然環境を未来へ引き継ぐことを目的とする。

　特定調達契約に係る落札者を次のとおり決定した。

　なお、この落札に係る調達は、1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定の適用を受ける。

　　平成15年４月８日

山形県立中央病院長　　齋　　　藤　　　幹　　　郎

１　 　落札に係る特定役務の名称及び数量

　　　　債務負担行為山形県立中央病院清掃業務　一式

　　 　特定調達契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

　　　　山形県立中央病院総務課　山形市青柳1800　電話番号023（685）2660

　　 　落札者を決定した日　平成15年１月31日

　　 　落札者の名称及び所在地

　　　　日本美装株式会社　埼玉県さいたま市常盤九丁目14番６号

　　 　落札金額　261,355,500円

　　 　特定調達契約の相手方を決定した手続　一般競争入札

　山形県物品等又は特定役務の調達手続の特例に関する規則（平成７年12月県規則第95号。以下「特例規則」

という。）第３条の公告を行った日　平成14年12月20日

２　 　落札に係る物品等の名称及び数量

　　　　債務負担行為山形県立中央病院寝具及び病衣賃貸サービス　一式

　　 　特定調達契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

　　　　山形県立中央病院経営課　山形市青柳1800　電話番号023（685）2623

　　 　落札者を決定した日　平成15年１月31日

　　 　落札者の名称及び所在地

　　　　ロイヤルネットワーク株式会社メディカルリネン事業部

　　　　宮城県仙台市泉区根白石字山田原27番２号

　　 　落札金額

　　　イ　入院患者及びストレッチー用寝具　42.0円

　　　ロ　宿直室及び仮眠室用寝具　42.0円

　　　ハ　病衣　29.4円

　　 　特定調達契約の相手方を決定した手続　一般競争入札

　　 　特例規則第３条の公告を行った日　平成14年12月20日

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）附則第５条第１項の規定により、次のとおり大規模小売店舗に関

する変更の届出があった。

　なお、関係書類は、商工労働観光部商業振興課及び庄内総合支庁産業経済部商工労働観光課並びに酒田市役所に

おいて平成15年８月８日まで縦覧に供する。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　ヤマザワ東大町店

　　酒田市東大町三丁目36番３外

２　大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所並びに代表者の氏名

　　株式会社ヤマザワ　山形市あこや町三丁目８番９号

　　代表取締役　山澤　進

３　変更する事項

　 　大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻
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　　　（変更前）

　　　（変更後）

　 　来客が駐車場を利用することができる時間帯

　　　（変更前）　午前９時30分から午後９時30分まで。ただし、年間60日は午前８時30分から午後９時30分まで

　　　（変更後）　午前９時30分から午後10時30分まで。ただし、年間60日は午前８時30分から午後10時30分まで

４　変更年月日

　　平成15年４月１日

５　届出年月日

　　平成15年３月14日

６　その他

　この公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項につい

て意見を有する者は、次に掲げる事項を記載した意見書を、平成15年８月８日までに知事に提出することがで

きる。

　 　意見書を提出しようとする者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称及び代表者の氏名並

　　びに主たる事務所の所在地）

　 　意見書の提出の対象となる大規模小売店舗の名称

　 　意見

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規定により鶴岡市から聴取した大規模小売店舗

の周辺の地域の生活環境の保持の見地からの意見の概要は、次のとおりである。

　なお、関係書類は、商工労働観光部商業振興課及び庄内総合支庁産業経済部商工労働観光課並びに鶴岡市役所に

おいて平成15年５月８日まで縦覧に供する。

　　平成15年４月８日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　意見の聴取に係る大規模小売店舗の名称及び所在地

　　Ｓ-ＭＡＬＬ（エスモール）

　　鶴岡市錦町２番21号

２　大規模小売店舗の変更に係る届出の公告を行った日

　　平成14年11月19日

３　意見の概要

　　意見なし

正　　　　　誤

備　　　　　　　　考閉店時刻開店時刻

年間60日は、開店時刻午前９時

閉店時刻午後10時
午後10時午前10時

正誤行ページ
県 公 報
番　 号

発行年月日

号外(11)号外(22)１号外(22)　平成15. 3.28

号外(11)号外(22)柱２同同

号外(11)号外(22)同３同同

備　　　　　　　　考閉店時刻開店時刻

年間60日は、開店時刻午前９時

閉店時刻午後９時
午後９時午前10時
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